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論 文 要 旨	 	 	 	 	 	  
 
 

所属ゼミ  林 高樹 研究会 氏名 川地 雄太 

（論文題名） 
 

「コト消費」と顧客優良性についての考察 
 

 
（内容の要旨） 
成熟社会とテクノロジーの発展により小売業の競争環境は激しい。コモディティ化が

進む成熟社会の中で、機能や便益だけではない差異化の戦略が重要性を増している。そ

の一つの要素が「経験価値」による差異化である。これを実現するために実店舗では原

点回帰し、実店舗での「消費者の経験（経験価値）」を効果的に提供し、いかに顧客マ

インドの中に独自のポジションを築くかを今後の成長基盤としている。 
	 その企業活動は「コト消費」という言葉で表現されている。様々な文脈の中で用いら

れる「コト消費」だが、小売業事業者にとっては、多様なスタイルで「消費者に楽しい

経験（経験価値）」を実店舗で提供し購買に繋げることが狙いである。 
しかしながらその具体的効果は不透明である。先行研究では「経験価値」の重要性を

理論的に示した定性的研究がされているが、「コト消費による経験価値」の提供が顧客

優良性に繋がるのかを定量実証した研究はこれまでなされておらず、この効果測定は有

益かつ重要であると考える。 
	 本研究では、「コト消費」は顧客優良化に寄与する」という仮説を定量的に検証する

ことを目的とした。具体事例として都内百貨店で取り組む「コト消費」の事例を取り上

げる。二年分の約 9,600件からなる個客把握可能データを用い、RFMの 3指標を基準
に顧客優良度を設け、ロジスティック回帰分析および順序ロジスティック回帰分析によ

り実証を行なった。 
その結果、「「コト消費」実績顧客は優良顧客であるが、「コト消費」が顧客優良化に

寄与するとは言えない」という結論を当該データセットから得た。この発見は先行研究

でなされていない定量実証を行った上で、理論上示されている「経験価値」での差異化

が当該研究環境では十分に作用していないことを示唆する。また事業者にとって「コト

消費」の提供は本来目的としている顧客の購買行動に現段階では寄与していないことを

示唆し、ある意味「コト消費」の効果を妄信し進めるべきではなく、事業者に対象顧客

と提供コンテンツの見直し、また購買につながる新たな仕組み作りといった精緻な施策

の必要性を訴える。 
本研究の限界により、得られた知見を直ちに一般化することはできないが、当該結果

は事業者に「コト消費」の提供効果を定量的に慎重に見極める必要があることを示唆す

る。 


